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１．はじめに
2008 年６月４日、最高裁判所は現行憲法の下で、８度目となる法令違憲の判決を下した
（以下、本判決）。国籍法第３条１項に定める「父母の婚姻及びその認知により嫡出子たる身
分を取得した子で 20 歳未満のもの（日本国民であった者を除く。）は、認知をした父又は
母が子の出生の時に日本国民であった場合において、その父又は母が現に日本国民であると
き、又はその死亡の時に日本国民であったときは、法務大臣に届け出ることによって、日本
の国籍を取得することができる」（下線部筆者）とする規定が、憲法第 14 条１項の「法の
下の平等」に違反するとされた、いわゆる国籍法違憲訴訟（最大判 2008［平成 20］年６月
４日、判例時報 2002 号３頁）である。
日本では、国籍取得要件の原則を血統主義とし、父または母のいずれかが日本国籍の場合、
その子どもも日本国籍となる。オーストラリア・アメリカ合衆国などの移民国家は生地主義
を原則としているが、日本同様、血統主義を採用しているフランス・ベルギー・ドイツなど
は、婚姻要件は定められていない1）。
具体的に見てみよう。まず母が日本国籍であれば、嫡出子・非嫡出子であれ、また非嫡出
子の場合でも、父の認知の有無にかかわらず、子どもは日本国籍を取得できる。しかし、父
が日本国籍で母が外国籍の場合はどうなるか。父と母に婚姻関係があれば、その子どもは日
本国籍となるが、婚姻関係のない非嫡出子の場合には、話は複雑になる。
まず日本国籍の父が、子どもの出生までに認知をしていれば（いわゆる胎児認知）、その
子どもは日本国籍を取得できる。国籍法第２条により、「出生の時に父又は母が日本国民で
あるとき」は、子どもに日本国籍が与えられるからで、国籍法第２条では婚姻要件は定めて
いないため、出生までに日本国籍の父が認知をしていれば、子どもに日本国籍が与えられる
のである。
では、生後認知の場合、国籍はどうなるか。日本では国籍法第３条により、「婚姻及びそ
の認知」と規定されているため（「婚姻又はその認知」ではない）、父が生後認知した上に、
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さらに父母が婚姻をしない限り、その子どもは日本国籍を取得できなかったのである。本判
決はこの事例であり、フィリピン人の母親の子ども 10 人の日本国籍が、本判決により確認
されることになった。
日本では、民法第 732 条で「配偶者のある者は重ねて婚姻をすることができない」と定め、
さらに刑法第 184 条で「配偶者のある者が重ねて婚姻をしたときは、２年以下の懲役に処
する。その相手方となって婚姻をした者も、同様とする」と重婚罪を定めるなど2）、配偶者
の権利と地位の保護および家族制度の安定が図られている。しかし、現実には、配偶者のい
る者によって、重婚しないまでも、さらには内縁関係になるにも至らず、配偶者以外の異性
との享楽的な性的関係が一切生じない社会はあり得ない。例えば、妻子のある男性が、内縁
関係にも至っていない妻以外の女性との間で、子ども（非嫡出子）を出生させてしまうこと
はあり得る。男性にとっては、生後認知をするのが精一杯で、現在の配偶者と離婚し、生ま
れてきた子どもの母親である女性と新たな婚姻をする選択はできない場合もあろう。
非嫡出子の父親である男性を、倫理的・道徳的に非難することと、生まれてきた子どもの
権利を保障することは、別々に論じられなければならない。その男性と子どもは、別個に自
律・独立した個人であるからだ。しかし、日本では生まれてきた子どもの権利を保障するこ
とにより、結果的に、男性に対する倫理的・道徳的非難が薄まり、家族制度の安定が損なわ
れることが危惧されてきた。そのため、非嫡出子の権利保障が、諸外国に比べ、遅れていた
のである3）。
家族は、「社会の自然かつ基礎的な単位であり、社会及び国による保護を受ける権利を有
する」（国際人権規約自由権規約第 23 条）が、一方で「法律は、あらゆる差別を禁止し（中略）、
出生又は他の地位等のいかなる理由による差別に対しても平等のかつ効果的な保護をすべて
の者に保障する」（国際人権規約自由権規約第 26 条）のであって、国家の政策として家族
をどのように保護するべきかを考える上で、家族制度の安定よりも個人（［本件の場合には〕
子ども）の権利保障が優越するというのが、筆者の立場である。その意味で、本判決は、日
本人の男性とフィリピン人の女性との間の非嫡出子の国籍確認の訴訟であるが、非嫡出子一
般の権利保障へと結びつく可能性もあり、ひいては日本の家族制度そのものにも大きな影響
を与えうるものとして、注目されたのである。
以下、本稿では、本判決を検討し、憲法訴訟によって、外国人の非嫡出子という少数者の
権利保障を実現したことの意義を述べる。むすびにかえて、シチズンシップ教育論の立場か
ら、少数者の権利保障が公正な社会の実現に不可欠であることを理解させるための教材とし
て、本判決をシチズンシップ教育でいかに活用できるかを考えてみたい。
判例評論　国籍法違憲訴訟最高裁大法廷判決―シチズンシップ教育での
本判決活用の可能性を視野に入れながら―
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２．本判決のあらまし
（１）事実の概要
法律上の婚姻関係にない日本国籍の父とフィリピン国籍の母との間に、日本で出生し生活
するフィリピン国籍の子ども 10 人（８才から 14 才）が、出生後父から認知を受けたこと
を理由として、2003 年（１人）と 2005 年（９人）、法務大臣（窓口は法務局）宛に国籍取
得届を提出した。しかし、法務大臣は、父母が法律上の婚姻関係にないため、国籍法第３条
で定める国籍取得の要件を満たさない旨を通知した。本件は、そのフィリピン国籍の子ども
10 人が、法務大臣に対して、日本国籍を有することの確認を求めた事案である。本判決は、
2003 年に国籍取得の要件を満たしていないとされた１人（退去強制令書発付処分取消等請
求事件4））と 2005 年の９人（国籍確認請求事件）を併合して審理したものである（控訴審
までは、両事件は別々に審理されている）。
（２）退去強制令書発付処分取消等請求事件の第一審と控訴審の判断
本件の第一審判決（東京地判 2005［平成 17］年４月 13 日、判例時報 1890 号 27 頁）は、
請求の認容という点では、本判決と結論は同じであるが、国籍法第３条１項の「婚姻」とは
内縁関係を含む類推解釈ないしは拡張解釈を行い、原告の子どもたちの父母が内縁関係であ
るとして5）、子どもに日本国籍を有することを確認した。すなわち第一審では、国籍法第３
条の解釈を憲法論としてではなく、立法論の問題として、原告の請求を認容することとなっ
た（被告法務大臣が控訴）。
本判決の原審となる控訴審判決（東京高判 2006［平成 18］年２月 28 日、家裁月報 58
巻６号 47 頁）は、一審を取り消し、裁判所が認知のみによる国籍取得を認めることは、「結局、
裁判所に類推解釈ないしは拡張解釈の名の下に国籍法に定めのない国籍取得の要件の創設を
求めるものにほかならないというべきところ、裁判所がこのような国会の本来的な機能であ
る立法作用を行うことは許されないものというほかない」と述べ、被控訴人（子ども）の日
本国籍を認めなかった（被控訴人が上告）。
（３）本判決の判旨
最高裁判所大法廷（裁判長 島田仁郎）は次のように判示した。
まず、「憲法第 10 条は、日本国民たる要件は、法律でこれを定める」と規定し、日本国
民たる要件＝国籍は国家の構成員としての資格であると同時に、「基本的人権の保障、公的
資格の付与、公的給付等を受ける上で、重要な意味を持つ法的地位である」。一方、国籍に
関する要件は「それぞれの国の歴史的事情、伝統、政治的、社会的及び経済的環境等、種々
の要因を考慮する必要がある」ことから、基本的には「立法府の裁量判断にゆだねる趣旨の
ものであると解される」。
しかし、国籍法の規定によって、合理的理由のない差別的取扱いが生じるときは、「憲法
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14 条１項違反の問題が生ずることはいうまでもない」。国籍法第３条１項の規定する外国籍
母の子どもは、父の認知が生後認知の場合、父母の婚姻によってはじめて国籍を取得できる
が、父母の婚姻は「子にとっては自らの意思や努力によっては変えることのできない父母の
身分行為に係る事柄」であり、このような事柄をもって子どもの日本国籍取得の要件に関し
て区別を生じさせることに合理的な理由があるか否かについて、「慎重な検討を要する」。
国籍法第３条１項による国籍取得に際し、1984 年、国籍法改正当時 6）、父母の婚姻を条
件としたのは、「日本国民である父が出生後に認知した子については、父母の婚姻により嫡
出子たる身分を取得することによって、日本国民である父との生活の一体化が生じ、家族生
活を通じた我が国社会との密接な結び付きが生ずることから、日本国籍の取得を認めること
が相当である」と考えられたことが背景にある。しかし、国籍法改正から 20 年以上が経ち、
「夫婦共同生活の在り方を含む家族生活や親子関係に関する意識も一様ではなくなってきて
おり、今日では、出生数に占める非嫡出子の割合が増加するなど、家族生活や親子関係の実
態も変化し多様化してきている」。
また近年、日本の国際化の進展によって、「日本国民である父と日本国民でない母との間
に出生する子が増加しているところ、両親の一方のみが日本国民である場合には、同居の有
無など家族生活の実態においても、法律上の婚姻やそれを背景とした親子関係の在り方につ
いての認識においても、両親が日本国民である場合と比べてより複雑多様な面があり、その
子と我が国との結び付きの強弱を両親が法律上の婚姻をしているか否かをもって直ちに測る
ことはできない」。これらのことを考慮すれば、父母の婚姻をもって子どもに日本国籍を与
えることは「必ずしも家族生活等の実態に適合するものということはできない」。被控訴人
の国籍取得届を提出した 2003 年ないし 2005 年の段階では、「国籍法３条１項の規定は憲
法 14 条１項に違反するものであったというべきである」。
また、裁判所が国籍確認を行うことについて「裁判所が法律にない新たな国籍取得の要件
を創設する」、すなわち「裁判所が国会の本来的な機能である立法作用を行うものとして許
されない」と原審（控訴審）は判断したが、憲法訴訟によって「不合理な差別的取扱いを受
けている者に対して直接的な救済のみちを開く」という観点から、「国籍取得の要件に関す
る他の立法上の合理的な選択肢の存在の可能性を考慮したとしても、当を得ないものという
べきである」。被控訴人 10 人の子どもたちの日本国籍を、法務大臣に国籍取得届を提出し
た時に遡って、「日本国籍を取得することが認められるというべきである」。
本判決は、最高裁判所大法廷 15 人の裁判官のうち、10 人の裁判官の多数意見によるも
のである。５人の裁判官が反対意見を述べているほか、多数意見の 10 人の裁判官のうち、
６人が補足意見ないし意見を挙げている。合議での激しい議論の様子がうかがえる。
判例評論　国籍法違憲訴訟最高裁大法廷判決―シチズンシップ教育での
本判決活用の可能性を視野に入れながら―
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３．本判決の検討
本判決は、戦後８件目の最高裁判所による法令違憲の判決として注目されたが、特に違憲
とされた法令が、国籍法という国家の基本法令である点は重要である。しかも、外国人の非
嫡出子という少数者の差別を理由として、最高裁判所が違憲判断をしたことの意義は大き
い。厚生労働省の人口動態統計（2006 年）によれば、日本人母による出生に占める非嫡出
子の割合は 2.1％であるが、外国人母による非嫡出子の割合は 10.7％で、実数にすると 2,794
人に及ぶ。読売新聞と日本経済新聞は、外国人母から生まれた 20 才未満の非嫡出子は「数
万人」と推計している7）。最高裁判所は、この実情を踏まえた判断をしたと言えよう。
確かに 1984 年、国籍法改正当時は、外国人といえば、いわゆる在日韓国朝鮮・台湾人と
いったオールドカマーが多数派であり、特別永住が認められていたため、日本での在留資格
を心配する必要がなかった。しかし、1980 年代後半のバブル経済にともない、韓国・中国・
フィリピンからのいわゆるニューカマーが増加し、その多くが在留期限が切れても日本に
滞在する「不法滞在者」であったり、特にフィリピンからのニューカマーは、多くが女性で
あったといわれる。そのため、日本国内でフィリピン人女性から生まれてきた子どもの在留
資格は、その発達権保障の観点からも、大きな課題となっていた8）。
実際に、厚生労働省人口動態統計（2006 年）によると、日本人男性と外国人女性との国
籍別婚姻数は、１位がフィリピン人女性で 12,150 人、２位が中国人女性で 12,131 人となっ
ている。このことは、日本人男性とフィリピン人女性の接点の多さを物語っている。いわん
や、内縁関係もしくはそれに至らないまでもの関係で、フィリピン人女性から産まれた日本
人男性を父とする非嫡出子が相当数存在することもうなずける。本判決により、国籍確認を
受けることができた 10 人は氷山の一角とも言えよう。
本判決の注目すべき第一は、憲法適合性の判断についてである。
本判決では、憲法第 14 条１項の社会的身分による差別について、厳格審査を導入した9）。
本判決の 13 年前となる最高裁判所大法廷による非嫡出子相続分規定合憲決定（1995［平成
７］年７月５日、判例時報 1540 号３頁）では、多数意見は、非嫡出子相続分規定10）について、
立法府の政策決定に委ね、積極的介入を避けて、合理性の基準によって合憲の結論を下して
いた。これに対し、本判決は、立法目的（日本国籍を取得する者は、日本との結びつきが密
接でなくてはならないという目的）や目的達成の手段（そのために外国人母から生まれた非
嫡出子に、父母の婚姻を要件として日本国籍を付与すること）について、単純に合理的であ
るかを問うのではなく、その目的と目的達成の手段との間に実質的関連性があるか否かを問
う厳格審査を導入し、違憲判決を下したのである。
そこでは、父母の婚姻は、「子どもにはどうすることもできない父母の身分行為」である
とし、父母の婚姻をその子どもの国籍取得要件とすることは、「立法目的との合理的関連性
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の認められる範囲を著しく超える手段」として、子どもの権利を保障する立場を鮮明にした。
多数意見の裁判官の一人 泉徳治が補足意見で、国際人権規約自由権規約と児童の権利に関
する条約に言及したことは評価できよう。もちろんこの言及は、直接に条約違反を認定した
ものではなく、いわゆる間接適用に留まっている。
第二に、違憲判決の効果についてである。
本判決では、憲法訴訟によって、子どもたちの国籍取得を確認した。原審（控訴審）では、
「裁判所が法律にない新たな国籍取得の要件を創設する」、すなわち「裁判所が国会の本来的
な機能である立法作用を行うものとして許されない」としたが、もしこの理屈が通れば、違
憲立法審査権の存在意義は大きく低下してしまう。違憲立法審査権は、多数決原理に基づく
議会制民主主義において、少数者の人権保障を担保する制度でもある。国籍制度や家族制度
のすき間に存在する外国人非嫡出子などが、法的に救済される途を開いたことは、最高裁と
して先例のない判断を示したものと言うことができる。憲法訴訟によって、子どもたちの国
籍取得を確認したことは、裁判所が積極的な立法作用を行使することに類似することになる
ため、立法府との関係で慎重な検討が必要となるが11）、本判決が当事者（10 人の子どもたち）
の救済を最優先にした意義は大きい。
本判決には、３人の裁判官による反対意見が付されている。筆者は多数意見の結論には同
調しているが、反対意見の中にも傾聴に値する箇所があるものと考える。それは、多数意見
の中で述べられている日本の家族関係や親子関係の変化によって、本判決で国籍法第３条１
項が憲法違反の状況に至ったとすることについての反論である。
反対意見では次のように述べられる。「しかしながら、家族生活や親子関係に関するある
程度の意識の変化があることは事実としても、それがどのような内容、程度のものか、国民
一般の意識として大きな変化があったかは、具体的に明らかとはいえない。実態の変化につ
いても、家族の生活状況に顕著な変化があるとは思われないし、また、統計によれば、非嫡
出子の出生数は、国籍法３条１項立法の翌年である昭和 60 年（1985 年）において１万 4,168
人（1.0％）、平成 15 年（2003 年）において２万 1,634 人（1.9％）であり、日本国民を父
とし、外国人を母とする子の出生数は、統計の得られる昭和 62 年（1987 年）において 5,538
人、平成 15 年において１万 2,690 人であり、増加はしているものの、その程度はわずかで
ある。このように、約 20 年の間における非嫡出子の増加が上記の程度であることは、多数
意見の指摘と異なり、少なくとも、子を含む場合の家族関係の在り方については、国民一般
の意識に大きな変化がないことの証左と見ることも十分可能である」。
また、諸外国における非嫡出子の国籍取得を認める立法例が多くなったことを理由とし
て、多数意見が憲法違反の判断を導いたことについても、「しかし、これらの諸国においては、
その歴史的、地理的状況から国際結婚が多いようにうかがえ、かつ、欧州連合（ＥＵ）など
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の地域的な統合が推進、拡大されているなどの事情がある。また、非嫡出子の数も、30％
を超える国が多数に上り、少ない国でも 10％を超えているようにうかがわれるなど、我が
国とは様々な面で社会の状況に大きな違いがある」とし、諸外国の事例をもとに憲法適合性
の判断をすることは相当でないと考えている。
戸籍制度が整備され、人口動態が統計的に把握できるようになった明治以降現在までの長
いスパンで見れば、家族形態は必ずしも多様化しているわけではない12）。また反対意見の指
摘するように、日本での非嫡出子の割合の増加は、ここ 20 年程度で見てもわずかであるし、
非嫡出子の出生割合は、欧州諸国に比べれば、格段に少ないことも事実である13）。また国籍
法第３条１項の規定に該当する日本人父・外国人母の子どもの数も、同様に２倍程度の増加
しか見られないのは、「わずか」という判断が適切かもしれない。家族や親子のあり方が多
様化しているという議論を、冷静に捉えるべきとする反対意見の主張には、共感するところ
が筆者にはある。
しかし、それが「わずか」であるからこそ、その救済の実効性を確保するためには、司法
による救済が認められるべきであろう。立法目的とその目的達成手段に合理的関連性がない
のであれば、国籍制度や家族制度のすき間に存在するわずかな少数者を救済することは、裁
判所の使命である。その使命を果たしたことに本判決の意義がある。
あともう一点、今後の法改正にあたり、慎重を期するべきと思われる箇所が本判決にある。
裁判官 近藤崇晴の補足意見で、「認知と届出のみを要件とすると、生物学上の父ではない日
本国民によって日本国籍の取得を目的とする仮装認知（偽装認知）がされるおそれがある」
として、「例えば、仮装認知を防止するために、父として子を認知しようとする者とその子
との間に生物学上の父子関係が存することが科学的に証明されることを国籍取得の要件とし
て付加することは、これも政策上の当否の点は別として、将来に向けての選択肢になり得な
いものではないであろう」と述べている点である。
国籍取得を目的とした仮装認知はあってはならない。しかし、この補足意見で述べられ
る「生物学上の父子関係が存することが科学的に証明されること」とはＤＮＡ鑑定のことで
あろうか。国籍取得要件といった行政手続で、国がＤＮＡ鑑定を制度化することには、近藤
の補足意見で示されたように、あくまで「憲法に適合する範囲内」であることが求められよ
う。親子鑑定においては、「子どもの福祉に最大限の配慮をすることが重要」（勝又、2005 年、
p.218）であるからだ。
本判決によって近未来に予想される国籍法改正の課題は、「日本人とは何か」「日本国民と
は何か」を問う重要な論点を含むものとなる。また、国籍取得のみを目的とした仮装認知を
防止する問題、改正法の遡及適用の問題、外国に在住する本事例同様の子どもの日本国籍請
求の問題など、国籍法改正の作業で処理されるべき問題や、法務当局の実務上の課題が山積
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している。本判決により、国籍確認を受けることができた 10 人が氷山の一角であったこと
からも、外国人非嫡出子の国籍取得問題は、これからが正念場と言えよう。
４．むすびにかえて　―本判決のシチズンシップ教育での活用の可能性―
本判決で日本国籍を確認された子どもたちはどのような心境なのだろうか。
新聞報道によれば、マサミ・タピルさん（10 才）の母ロサーナさんは出生時の届出を「正
美」の名で行ったところ、市役所の担当者から「日本国籍ではない」とローマ字への書き直
しを命じられたという。マサミさんは、ロサーナさんが仕事上知り合った日本人男性との間
に生まれた子どもであった。マサミさんは出生の一年後、父の認知を得られたのである。マ
サミさんは「日本人でしかかなえられない夢だった警察官になりたい」と判決後の会見で述
べたという14）。
ジェイサ・アンティキエラさん（11 才）の母リリベスさんは、1995 年に知り合った日本
人男性と「結婚の約束」をしたが、ジェイサさんを身ごもると、男性の態度は一変し、妻が
いることもわかった。認知を求める裁判を起こし、男性を捜しだして勝訴し、さらに子ども
の日本国籍を求めて集団訴訟を起こした。ジェイサさんは、フィリピンのパスポートで、母
の故郷に２度行ったことがあるが、食事が合わず、やせて帰国したという。ジェイサさんは
「日本のパスポートでハワイに行きたい」と会見で打ち明ける15）。
多くの日本人にとって、日々の生活の中で、国籍を意識することは、おそらくほとんどな
い。しかし、日本で暮らす外国籍の人、特にマサミさんやジェイサさんのような日本生まれ
の日本育ちで、日本語しか話すことのできない子どもは「私って、何人なの」と自問する
日々が続く。
近年、日本の社会科教育（公民教育）では、シチズンシップ教育の必要性が説かれてい
る16）。シチズンシップ教育の提唱者は、これまでの日本の社会科教育（公民教育）では、民
主主義の手続き、法、社会組織の構造などの知識に偏っていたと批判し、一人一人が社会的
主体として実際に行動し、社会の中で課題を発見し、問題を解決していこうとする動的な学
習へと変えなければならないと説く17）。そして、子どもたちが、参加型民主主義を理解・実
践するために必要な知識・スキル・価値観を身につけ、行動的な市民となることをその教育
目標としている。ここでいうシチズンシップとは、市民権・市民性・共同社会性・市民的行
動といった意味である。
知識注入型から行動型の社会科教育（公民教育）へという動きは歓迎されるべきものであ
ろう。しかし、そもそも市民権とは何なのか。市民権を得るためには、国籍を取得すること
が必要となるが、国籍を取得するとはどういうことなのか。ふだん国籍を意識することのな
い多くの日本人にとって、国籍を獲得することを切実な課題とする人々がこの日本にも存在
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することを学ぶことは、行動型の学習を行う前提の知識として重要である。
しかも、2006 年 12 月、教育基本法が改正され、愛国心教育が強調されるようになっ
た18）。愛国心教育に対しては、偏狭な国家主義・排外主義と結びつく危険性があるという点
から批判があるが、筆者はそれよりも、愛国心教育が求める「愛」の対象となる「国」とは
いったい何なのかが気になる。それは国の機構なのか、自然なのか、いわゆる国民性なのか。
日頃、国籍を意識することのほとんどない日本人に、漠然と「国」に対する愛を導く教育は、
大人世代が子ども世代に一定の態度・心情を強制することに等しくなる。
まもなく裁判員制度が日本の刑事裁判に導入される。裁判が市民にとって身近なものとな
るのはよいことであるし、この国の治安や秩序の維持のために19）、市民的感覚がもたらされ
ることは、社会の変革に連なりうる。市民が裁判員になるというのは、シチズンシップ教育
の成果が試される機会とも言えよう。しかし、裁判（＝司法権）は治安や秩序維持のためだ
けにあるのではない。それは佐藤幸治が言うように「具体的紛争の当事者がそれぞれの自己
の権利義務をめぐって理をつくして真剣に争うことを前提にして、公平な第三者たる裁判所
がそれに依拠して行う法原理的な決定に当事者が拘束されるという構造」であり、そしてこ
の「法原理的に確定された権利」に対して実効的な「救済」を与えるのが司法権である（佐
藤、2003 年、p.142）。
マサミさんやジェイサさんのように、日本の国籍制度や家族制度のすき間に存在するわず
かな少数者を、今回は裁判所が救済した。公正や正義 20）の追求が「私って、何人なの」と
悩む子どもたちを救済しているのである。本判決を通じて、国籍を獲得することの苦悩や葛
藤を学び、さらに裁判所が紛争解決を通じて、公正や正義を目指すなかで、人を救済する役
割があることを学ぶことは、シチズンシップ教育の観点からも意味は大きい。
さらに、本判決が家族のあり方を問うもので、「人間が自分の固定観念を問い直して自由
になっていくためのものであると考えれば、家族の定義を求めるプロセスそのものが教育で
ある」（久田、1998 年）とすれば、最も基礎的な社会集団である家族を学ぶ教材としても、
本判決をシチズンシップ教育に活用できる。本判決の当事者の家族を見つめることを通じ
て、「日本人とは何か」「日本国民とは何か」ひいては「国」とは何かを子どもたちは考えら
れる。
本判決を、初等教育・中等教育の教室で活用するのであれば、当事者の子どもたちを、ナ
ラティヴに教師が語ることになろう。教師の語りには、フィクションが介在するかもしれな
い。しかし、語りから豊かな想像力を導くには、期せずしてフィクションが介在するもので
ある。初等・中等教育の教師たちが本判決を生徒に学ばせるとしても、判決の原文に必要以
上に忠実・正確であることを追求する必要はない。子どもたちのシチズンシップを涵養する
ために、何を学ばせたいのか、つまり学習目標を設定して、それがブレなければよいのであ
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る。
そのためにも、日本の最高裁判所の判決文が、奥平康弘の言うように「読んで感激が湧か
ない」ものではなく、アメリカ合衆国連邦最高裁判例のような「『文学』的作品といえる域
に達する」（奥平、2003 年、pp.214–215）ようなものにならないであろうか。小学校から
高等学校の先生方が、それを子どもたちに伝えたくなるような、わかりやすくて読み応えの
ある判決文でなければ、いくら裁判員制度を導入しても、司法は市民のためのものにはなら
ないであろう。
注
1） フランス・ベルギーは 18 才未満、ドイツは 24 才未満で父の認知を受ければ、父母
が法律上の婚姻関係になくても、子どもは国籍を取得できる。ただし、ある程度成長
した子どもの国籍が認知だけで突然変わるのは、子どもの生活を安定させる上でも、
好ましくない事例も生じている。
2） 重婚罪の保護法益は、刑法の謙抑性の理念から、漠然とした倫理規範・道徳観念に依
拠すべきではない。重婚罪が成立することはほとんど皆無であり、重婚罪の規定その
ものが形式的、無意味であるとし、何よりも婚姻制度を保護するために刑罰まで設け
る必要性があるのか、疑問視する見解も刑法学者には多い。
3） 1998 年、日本は国連人権規約委員会から、特に国籍、戸籍及び相続権に関しての非
嫡出子に対する差別について、国際人権規約第 26 条を再確認し、民法第 900 条第４
項を含む、法律の改正のために必要な措置をとることを勧告されている。
4） 本判決は、もともとは、2002 年にフィリピン国籍の母子が、出入国管理法及び難民
認定法（入管法）の規定によって退去強制を命じられ、在留特別許可も認められなかっ
たために、退去強制令書発付処分の取消を求めた事件であった。国籍確認訴訟は、母
子の弁護士が入管法に対処するために、父母の婚姻関係がないのに、あえて子どもの
国籍取得届を出させ、処分取消請求訴訟に後から併合したものである。なお、処分取
消請求とは別に、すでに母子の在留特別許可は認められていたため、実質的には、第
一審から国籍確認のみが争点となっていた。
5） 原告の父母が内縁関係にあると解釈することについては、控訴審で、被控訴人（子ど
も）の父母からも、それが誤りであることが主張されている。
6） 1984 年、日本政府は翌年、女性差別撤廃条約に批准するために、国籍取得の要件を
父系優先血統主義から父母両系血統主義にあらためたが、その際、法律上の婚姻関係
にない外国人女性と日本人男性の間に生まれた子どもは、父が出生前に認知していな
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ければ、子どもの日本国籍取得を認めないよう国籍法第３条１項を規定した。
7） 読売新聞・日本経済新聞とも 2008 年６月５日付朝刊（東京本社版）による。
8） 外国人の子どもの教育問題について、簡潔にまとめた最近の論攷として小内（2008）
を参照されたい。
9） 司法審査の基準については、戸松（2000 年）を参照されたい。
10） 民法 900 条４号但書により、非嫡出子の法定相続分は、嫡出子の２分の１とする規
定で、注３のとおり、出生による差別として、国際連合人権規約委員会より、法律の
改正のために必要な措置をとることを日本政府は勧告されている。 
11） 補足意見や意見、反対意見をみると、司法による直接の救済について、合議での激し
い議論が窺われる。
12） このあたりのことは、湯沢（2003 年）に詳しい。
13） 筆者自身、諸外国、特に欧米諸国との比較で、日本の法制度の是非を論じることは、
慎重でありたいと考えている。例えば、西欧諸国では死刑制度の廃止は当然のことと
されているが（ＥＵは加盟にあたり、死刑廃止を条件としている）、人質を籠城して
も、警察が犯人を射殺する形で事件を解決したのは、1970 年の瀬戸内シージャック
事件、77 年の長崎バスジャック事件、79 年の三菱銀行人質事件の３件しかない日本
と、警察官の捜査段階での銃器使用が、日本よりも認められている西欧諸国とを単純
には比較できない。（死刑制度は可能であれば廃止することが望ましいと、筆者は考
えているが。）
14） 毎日新聞 2008 年６月５日付朝刊（東京本社版）による。
15） 朝日新聞 2008 年６月５日付朝刊（東京本社版）による。
16） シチズンシップ教育を提唱する代表的かつ理解しやすい文献として、鈴木他（2005年）
が挙げられる。
17） 鈴木他（2005 年）では、実際の行動として、模擬選挙、裁判ウォッチング、新聞社
への投稿、市役所等への政策提言などを挙げている。
18） 改正教育基本法第２条〔教育の目標〕第５項で「伝統と文化を尊重し、それらをはぐ
くんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に
寄与する態度を養うこと」と新たに定められ、愛国心教育が国の教育目標として法制
化された。さらに 2007 年６月には学校教育法が改正され、義務教育の目標を定める
第 21 条で、第３項「我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統
と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、
進んで外国の文化の理解を通じて、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する
態度を養うこと」と定められ、今後の学習指導要領の特に公民教育（社会科教育）で、
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愛国心教育の比重が高まることが見込まれる。
19） 起訴について検察官の裁量が幅広く認められる日本の刑事裁判は、有罪率が 99％を
超える。無罪推定の原則が忘れさられやすいこの国の刑事裁判で裁判員制度が導入さ
れることは、被告人の人権保障よりも、治安や秩序の維持に裁判員の心証が傾きやす
いことは、容易に想像できる。
20） 公正も正義も英訳すれば justice の一語で表される。本稿では、公正も正義も同義の
ものとして用いている。
引用・参考文献
奥平康弘『憲法の想像力』日本評論社、2003 年。
小内透「外国人の子どもの教育問題　過去・現在・未来」『ジュリスト No.1350』有斐閣、
2008 年２月 15 日号。
勝又義直『ＤＮＡ鑑定　その能力と限界』名古屋大学出版会、2005 年。
佐藤幸治『憲法とその “ 物語 ” 性』有斐閣、2003 年。
鈴木崇弘他編『シチズン・リテラシー　社会をよりよくするために私たちにできること』教
育出版、2005 年。
戸松秀典『憲法訴訟』有斐閣、2000 年。
久田邦明「若者組的共同体に注目」『AERA　Mook　家族学のみかた。』朝日新聞社、1998
年、pp.50–53。
湯沢雍彦『データで読む家族問題』日本放送出版協会、2003 年。
判例評論　国籍法違憲訴訟最高裁大法廷判決―シチズンシップ教育での
本判決活用の可能性を視野に入れながら―
73
A Supreme Court Grand Bench Ruling
on a Lawsuit Claiming the Unconstitutionality 
of the Japanese Citizenship Law:
An Attempt to Utilize the Case in Citizenship Education
TSUBOI Ryuta
Abstract
 The Supreme Court Grand Bench under the current Constitution for the 
8th time ruled the unconstitutionality of the Japanese Citizenship Law on June 4, 
2008. The significance of the case is that it secured equal rights as Japanese citizens 
for children born out of wedlock to a Japanese father and a mother of a different 
nationality. This particular case was chosen in order to explore the possibilities of 
using it to help students better understand the need for equality and security in regard 
to all minors’ rights in a just society.
